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研究要旨 

 難病患者に対する医療機関における就労支援について、連携を含めたモデルを作成した。さらに、
就労支援の際に、支援者と患者が一緒に使って患者の状況を整理するためのツールとして「お役立ち
ノート」および就労支援に関する情報集としての「お役立ちガイド」を編集し、実際の支援で試用し
てみたところ、当初の目的であった患者の状況の整理だけでなく支援者が支援する際のガイドにもな
るとの評価を得た。加えて、医療機関のソーシャルワーカーに就労支援に関するアンケートをおこな
ったところ、医療機関での難病患者への就労支援があまり活発におこなわれていないこと、ソーシャ
ルワーカー自身が知識や経験が不足していると感じていることがわかったので、これらのモデルやツ
ール、ひいては医療機関のソーシャルワーカーが就労支援する際に必要な知識や情報を得る場として
研修を企画し、プログラム検証をおこなった。研修では、高い達成度と研修後の実践にむすびつく結
果を得ることができ、医療機関での社会的側面への支援を担当するソーシャルワーカーの育成は難病
患者への就労支援の充実に結び付くものと考えられた。 

 
A. 研究目的  

難病患者さんへの医療機関における就労支援
の現状を確認し、よりよい支援のモデル構築を

おこない、それらの均霑化の方策を探る。 

   



別紙 3 
厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

総合分担研究報告書 

221 

B. 研究方法  

難病患者への医療機関における就労支援
の現状を医療機関のソーシャルワーカーへ
のアンケートによって把握し、ソーシャル
ワーカーの抱える課題に取り組むための研
修プログラムを検討する。加えて医療機関
における就労支援についての一定のモデル
を可視化、支援者が利用するツールを提案
し、実際の就労支援で活用してみて有効性
を検討する 

(倫理面への配慮) 

モデル事業について国立病院機機構箱根
病院の倫理委員会の承認を得た。アンケー
ト、研修についてはアンケートへの回答、
研修への参加をもって研究参加に同意いた
だいた。提出課題である実践事例について
は個人情報の削除、個人が同定できる性質
の情報の削除をおこなっての提出とした。 

 
C. 研究結果 

就労支援の実情について日本医療社会福
祉協会会員56名からWebアンケートへの回
答を得た。アンケート結果からは、医療機
関での難病患者への就労支援があまり活発
におこなわれていないこと、理由としてワ
ーカー自身の難病や就労支援についての知
識不足を感じているワーカーが多いこと、
院外機関との連携の必要性を認めながらも
実際はあまりおこなわれていないことが浮
かび上がった。これらの状況を踏まえて、
全国の医療ソーシャルワーカー152 名を対
象に就労支援についての研修をおこなった。
研修は、就労に関わる医学的知識、ソーシ
ャルワーカーがおこなう就労支援、難病相
談支援センターとの連携などをグループワ
ークやロールプレイなどの参加型プログラ
ムを交えた内容としたが、高い評価と達成
度を得ることができた。研修課題として提
出された実際の症例の情報をもとに好事例
集を作成し、今後の支援モデルの参考とす
ることができた。支援モデルについては初
年度にモデルの可視化、支援者と患者が情
報整理をする時に利用するツール（「お役立
ちノート」「お役立ちガイド」）を作成し、
医療機関や難病相談支援センターでの実践
に利用してもらった。実践事例の症例数が

少なく、患者からの評価まではたどり着く
ことができなかったが、使用した相談員に
半構成面接をおこない評価を聞いたところ
「ツールを利用することで患者が自分の病
状と仕事について考えるきっかけになる」
「今まで医療機関内であまり意識されてい
なかった両立支援について検討できる」な
ど肯定的な意見が多く聞かれた。否定的な
意見としては、量が多すぎて負担感がある、
どこから利用していいかわからないなどの
意見があった。 

 
D. 考察 

医療機関における難病就労支援をより活
発におこなうためには、医療機関のソーシ
ャルワーカーが知識や情報を得る機会を増
やすことが重要であると思われたが、実施
した研修の結果としては高い達成度や研修
後の実践に結び付くなどの成果があった。
実際の支援を行う中でモデルやツールを利
用することもできていた。ツールに対して
は具体的な改善案も提示することができた。 

 
E. 結論 

難病患者さんへの医療機関での就労支援
についてのモデルによる可視化とツールを
作成し、それらの周知を目途とした研修の
開催によって医療機関のソーシャルワーカ
ーを育成することは、難病患者さんへの就
労支援を展開するうえで有効であると思わ
れる。 

 
F．研究発表 

1. 論文発表   

日本難病医療ネットワーク学会機関誌第７
巻２号（2020 年発刊予定）に投稿中 

2. 学会発表  該当なし 

 

G．知的所有権の取得状況 

1. 特許取得  該当なし 

2. 実用新案登録  該当なし 

3.その他 該当なし 
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